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分配金引き下げのお知らせ

※基準価額および基準価額（税引前分配金再投資）は、1万口当たり、信託報酬控除後です。
※上記は、過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

※分配金額は、収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。
※将来の分配の支払いおよびその金額について、示唆・保証するものではありません。また、分配対象額が少額の場合等には、分配を行わない場合があります。

分配金実績（１万口当たり、税引前）

当期の分配金(税引前） 設定来累計(税引前） 基準価額
基準価額

(税引前分配金再投資)

20円 2,920円 8,849円 12,275円

分配金と基準価額 2026年1月15日時点(1万口当たり）

第１期～第2期
（2021/7/15～8/16）

第3期～第9期
（2021/9/15～
2022/3/15）

第１０期～第４１期
（2022/4/15～
2024/11/15）

第４２期～第54期
（2024/12/1６～
2025/12/15）

第55期（当期）
（2026/1/15）

－ 各2０円 各７０円 各40円 20円

設定来の基準価額推移（2021年6月15日（設定日）～2026年1月15日、日次）

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、「東京海上・再生可能エネルギー・インカム戦略ファンド（毎月決算型）」は、2026年1月15日決算にあたり、

基準価額水準および市況動向等を勘案し、当期の分配金を20円（1万口当たり、税引前）にすることといたしま

したのでお知らせいたします。

今後とも、弊社投資信託をご愛顧賜りますようお願い申し上げます。
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※上記は過去の実績および将来の予想であり、将来の運用成果等を示唆・保証するものではありません。

分配金引き下げの背景

◼ 当ファンドは2021年6月に運用を開始しました。

設定当初は世界経済が好調で金利も低水準を維持

していました。当時は、バイデン政権による再生

可能エネルギー転換への期待も高く、当ファンドは

良好な市場環境の下で安定的に推移していました。

◼ 2022年以降は、世界経済の減速やインフレ懸念

が高まり、各国の中央銀行が金融引き締め政策を

強化する動きが見られました。特に米国では、長期

金利が急上昇し、リスク資産全般が売られる状況

となりました。高配当を特徴とし、金利上昇の影響

を受けやすい当ファンドは、2022年以降厳しい

状況が続きました。

◼ 当ファンドの基準価額は2025年4月以降反発し

ているものの、依然として低い水準にあります。

化石燃料産業に好意的な姿勢を示すトランプ氏の

再選により、米国における再生可能エネルギーへ

の移行が大きく後退するなど、当ファンドにとって

重石となる状況が続いています。

◼ 当ファンドでは、このような市場環境を踏まえ、

基準価額の水準を勘案し、分配金の引き下げを

決定いたしました。

◼ トランプ氏による再生可能エネルギー軽視の姿勢

は当ファンドにとって逆風であるものの、世界全体

では再生可能エネルギーへの転換は依然として

強い社会的要請と位置づけられており、欧州を

中心に前向きな取り組みが続いています。国に

よってエネルギー政策の詳細は異なるものの、

「化石燃料から再生可能エネルギーへ」という

方向性は共通しており、その潮流に変化はありま

せん。

◼ さらに、AI（人工知能）の急速な普及に伴い、今後

数年間でエネルギー需要が大幅に増加すると見込

まれます。この需要の多くは再生可能エネルギー

で賄われると考えられ、再生可能エネルギー企業

は長期的な構造的成長の恩恵を受ける可能性が

高いと見ています。
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※下記は、当資料作成日時点の情報に基づくTCW Asset Management Company LLCのコメントを基に東京海上アセットマネジメントが作成したものです。
※下記は、当資料作成日時点のTCWの運用担当者による見解であり、将来変更となる可能性があります。

世界の再生可能エネルギーの生産量

2018年～２０２９年、年次

出所：Statista、2025年2月時点
※2025年以降はStatistaによる予想

今後の見通し

欧州を中心に前向きな取り組みが続く再生可能エネルギー

（十億キロワット時）

米国１０年国債利回り

2021年6月1日～２０２6年1月15日、日次

出所：ブルームバーグ
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ファンドの特色

2

1 日本を含む世界の取引所に上場されている、再生可能エネルギー発電関連企業の株式等に投資を行い、
配当収益と中長期的な値上がり益の獲得をめざします。

企業の成長性分析等から持続可能な収益を生み出す再生可能エネルギー発電関連企業を抽出し、
ＥＳＧ評価、配当の成長性・持続性分析等に基づくボトムアップ・アプローチにより厳選された銘柄へ
投資を行います。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

ファンドの主なリスク

• 投資する有価証券等の値動きにより基準価額は変動します。したがって、投資元本は保証されているものではなく、投資元本

を割り込むことがあります。

• 運用による損益は、全て投資者に帰属します。

• 投資信託は預貯金や保険と異なります。

• ファンドへの投資には主に以下のリスクが想定されます。

価格変動
リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績・財務状況、市場の需給等を反映して変動します。株価は、
短期的または長期的に大きく下落することがあります（発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合
には、投資資金が回収できなくなることもあります。）。組入銘柄の株価が下落した場合には、基準
価額が下落する要因となります。

特定のテーマへの
集中投資リスク

ファンドは、再生可能エネルギー発電関連企業の株式に集中的に投資するため、幅広い業種・銘柄に
分散投資を行うファンドと比較して、基準価額の変動が大きくなる可能性があります。

為替変動
リスク

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動の他、当該外貨の円に対する為替レートの変動の
影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の
要因により大幅に変動することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが
円高方向にすすんだ場合には、基準価額が下落する要因となります。

カントリー
リスク

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引
に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落したり、投資方針に沿った
運用が困難となることがあります。

流動性
リスク

受益者から解約申込があった場合、組入資産を売却することで解約資金の手当てを行うことがあ
ります。その際、組入資産の市場における流動性が低いときには直前の市場価格よりも大幅に安い
価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する要因となります。

※ 基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

※インフラ投資信託証券およびREIT（不動産投資信託証券）に投資する場合があります。
※ＤＲ（預託証書）に投資する場合があります。

ＤＲとは、ある国の企業が自国以外の国で株式を流通させる場合に、株式そのものは銀行等に預託して、その代替として発行し、
上場された証書です。株式と同様に、取引所等で取引されます。

３
再生可能エネルギー発電関連企業の株式等の運用は、
「TCW Asset Management Company LLC 」（TCW）が行います。
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※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

・再生可能エネルギー発電関連企業とは、再生可能エネルギーの発電事業から収益を得る企業です。発電企業のほか、
発電事業の運営企業、YieldCo、発電施設の開発企業、発電設備の製造・販売企業、プロジェクトファイナンス企業、
環境関連技術企業等が含まれます。
・再生可能エネルギー発電関連企業の株式等の組入比率は、原則として90％以上とします。
・加えて、再生可能エネルギー等売電収入が売上全体の50%以上である企業もしくは今後再生可能エネルギー等売電
 収入の売上全体に占める比率が伸びると判断する企業の株式等の組入比率は、原則として80％以上となることをめざ
 します。

・銘柄の選定にあたっては、再生可能エネルギー技術や企業経営に注目するESGの観点を取り入れます。

※ESG とは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス＝企業統治（Governance）の頭文字を取ったものです。

・市況動向等によっては、インフラ投資信託証券およびＲＥＩＴの組入比率が高まる場合があります。その場合、金利変動リスク・
信用リスク・法制度等の変更リスクが想定され、これらの影響により基準価額が下落することがあります。

ファンドは委託会社が定める「ESGファンド」です。投資対象を選定する際にESGを主要な要素とする運用手法を採用しており、
環境・社会課題の解決をめざすファンドです。
※委託会社が定める「ESGファンド」の定義、該当するファンドについては、今後変更になる場合があります。
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収益分配金に関する留意事項



お申込みメモ ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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ファンドの費用 ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。



ファンドの関係法人

■ 販売会社

https://www.tokiomarineam.co.jp/

サービスデスク 0120-712-016

※受付時間：営業日の9時～17時

■ 設定・運用 お問い合わせは

商 号 等 ：東京海上アセットマネジメント株式会社

         金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第361号

加入協会 ：一般社団法人投資信託協会

        一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会
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（当資料作成日時点）

東京海上アセットマネジメント
YouTube公式チャンネル

ファンド・マーケット関連動画などを公開しています。

商号（五十音順） 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
株式会社 ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社 滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

第四北越証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○

株式会社 大東銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第17号 ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

【一般的な留意事項】

◼ 当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たって
は必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。

◼ 当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
◼ 当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された

図表等の内容は、将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。

◼ 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動しま
す。したがって、元本が保証されているものではありません。

◼ 投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および
損失は、全て投資家に帰属します。

◼ 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

◼ 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。

◼ 登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。
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